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都道府県 農業 漁業 建設業 食料品製造
北海道 21 0 0 27
青森県 0 0 0 10
岩手県 0 0 3 5
宮城県 0 0 12 3
福島県 0 0 0 6
茨城県 151 0 3 17
栃木県 9 0 12 11
群馬県 12 0 6 0
埼玉県 15 0 8 10
千葉県 19 0 6 27
東京都 1 0 8 3
神奈川県 0 0 13 27
新潟県 0 0 0 7
石川県 0 0 6 0
福井県 0 0 11 3
長野県 19 0 0 0
岐阜県 0 0 47 6
静岡県 3 0 0 0
愛知県 59 0 54 47
三重県 4 0 21 4
滋賀県 0 0 5 0
京都府 4 0 16 1
大阪府 5 0 12 0
兵庫県 3 0 29 11
和歌山県 0 0 2 3
鳥取県 0 0 5 0
島根県 2 0 8 13
岡山県 1 0 13 0
広島県 8 0 12 12
山口県 0 0 2 3
徳島県 3 0 3 0
香川県 67 0 17 4
愛媛県 0 0 4 33
高知県 15 0 0 6
福岡県 28 0 13 13
佐賀県 6 0 0 0
長崎県 65 0 0 0
熊本県 70 0 0 0
大分県 33 0 0 5
宮城県 0 0 0 8
鹿児島県 25 0 0 12
沖縄県 7 0 0 0




農業 漁業 建設 食料品製造 繊維・衣服 機械・金属 その他
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国籍 性別 年齢 資格 調査時期
A カンボジア 男性 21 実習生１号 2017年７月
B カンボジア 男性 27 実習生１号 2017年７月
C カンボジア 男性 20 実習生１号 2017年７月
D カンボジア 男性 21 実習生１号 2017年７月
E カンボジア 男性 19 実習生１号 2017年７月
F カンボジア 男性 20代 実習生２号 2017年７月
G カンボジア 男性 20代 実習生２号 2017年７月
H カンボジア 男性 20代 実習生２号 2017年７月
I カンボジア 男性 20代 実習生２号 2017年７月
J カンボジア 男性 30代 実習生管理者 2017年７月
K カンボジア 男性 30代 実習生管理者 2017年７月2018年８月
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